






























































































































































































































































































   

 

 

 

 

感染対策指針  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

医療法人  木水会  八州苑  

  



感染対策指針  

（主旨）  

第１条 施設における感染対策に関する目的と基本的考え方  

医療法人 木水会 八州苑は、法人理念に基づき、利用者様および施設職員に対して、適切かつ安全で

質の高い介護を提供するため、施設内での平常時の感染防止の対策及び、発生時の対策に取り組むための

基本的な考え方を以下のとおり定める。  

基本的感染対策として、標準予防策（血液など生体に関わる湿生物質は、すべて感染性病原体を含んで

いる物として対応する予防策）を適用し、この標準予防策を常時適用したうえで、特定の感染経路がある

疾患などに対して「感染経路予防策」を追加提供する。これらを基本に感染の防止に組織的な対応を行

い、感染など発生の際にはその原因の迅速な特定と制圧、終息を図るものとし、全従業員がこの指針に即

して感染防止に留意し、良質な介護の提供ができるよう定めるものである。  

  

（委員会組織）  

第 2条 感染対策のための委員会に関する基本方針  

感染対策に関する審議機関として感染対策委員会を設置する。感染対策委員会は、各事業所より幅広い職

種により構成する。また、各職種の役割を下記の通りとする。  

（１）委員会の構成  

1. 施設長  

⚫ 診断、処置方法の指示、各協力病院との連携、委員会総括責任者  

2. 副施設長  

⚫ 事故発生防止のための管理、委員会運営責任者  

3. 事務長  

⚫ 施設内の環境整備、備品の整備  

4. 介護職員  

⚫ 利用者個々の心身の状態把握、意向に沿った対応、環境整備  

5. 看護職員（事故防止対策担当者）  

⚫ 医師、協力病院との連携、処置への対応  

6. 栄養士  

⚫ 食品管理、衛生管理の体制整備と管理指導、食事形態の工夫  

7. 生活相談員  

⚫ 家族、医療、行政機関、その他関係機関への対応、報告  

8. 介護支援専門員  

⚫ 利用者個々の心身の状態把握、医師、協力病院との連携、対応  

 

  



（２）感染防止対策委員会の開催委員会は概ね 3ヶ月に１回以上開催する。緊急時は必要に応じて臨時会

議を開催し、次に掲げる事項について審議する。  

ア 施設内における感染症の予防体制の確立に関すること 

イ 感染予防に関する情報の収集に関すること  

ウ 施設内で報告のあった感染事例の対応策に関すること 

エ 感染予防のためのマニュアル類の整備に関すること 

オ 職員対象とした感染予防に関する研修の実施に関すること 

カ その他、感染の発生予防のために必要な事項に関すること  

  

第３条 感染対策のための職員に対する研修に関する基本方針  

感染防止対策の基本的考え方及び、具体的対策について全職員を対象として周知徹底を図ることを目的に

実施する。研修の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、指針に基

づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を行うものとする。  

（１）職員研修  

① 定期的な研修（年 2回以上）を実施する  

② 新規採用時に必ず感染対策研修を実施する  

③ 必要に応じて、個別、部署別に開催する  

④ 感染対策を目的とした各種学会・研究会・講習会の開催情報を広く告知し、参加希望者の参加

を支援する。  

研修の開催結果、外部研修の参加実績を記録・保存する。  

  

第４条 感染症の発生状況の報告に関する基本方針  

感染症の発生状況を把握するために、医療関連感染および微生物サーベイランス（感染発生状況の把握）

を行う。アウトブレイクをいち早く特定し、迅速な対応がなされるよう、感染に関わる情報管理を適切

に行う。発生時は委員会が中心となり、発生の原因の究明、改善策の立案、実施を行う。その内容につ

いては、感染対策委員会で報告する。  

入所予定者の感染症に関する事項も含めた健康状態を確認する。また、全職員に対して、当該感染症に関

する知識、対応などについて周知を行う。  

  

第５条 感染発生時の対応に関する基本方針  

感染対策マニュアルに沿って手洗いの徹底、個人防護用具の使用など感染対策に常に努める。疾患及び病

態などに応じて感染経路別予防策（接触感染、飛沫感染、空気感染）を追加して実施する。報告の義務

付けられている病気が特定された場合には、速やかに保健所に報告する。特定の感染症が集団発生した

場合、保健所などと連携をとって対応する。  

  



第６条 利用者、その家族に対する当該指針の閲覧に関する基本方針  

本指針は、掲示等により、利用者又は家族が閲覧できるようにする。   

疾病の説明と共に感染防止の基本についても説明して、理解を得た上で協力を求める。  

第７条 その他感染対策の推進の為に必要な基本方針  

感染対策マニュアルには科学的根拠に基づいた制御策を採用し、経済的にも有効な対策を実施する。マニ

ュアルは最新の知見に対応するよう定期的に改定を行う。  

  

（附則）  

１ この指針は、平成２６年４月１日より施行する。  

令和元年５月１日改訂 

令和 5年４月１１日改訂  
     

      

       



  

 

 

 

 

  

  

身体拘束・虐待予防指針 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

      

  

医療法人 木水会  八州苑  
  



身体拘束・虐待予防指針 

（主 旨）  

第１条   施設における身体拘束、虐待予防に関する基本的考え方  

身体拘束・虐待は、利用者の生活の自由を制限することであり、利用者の尊厳ある生活

を阻むものです。医療法人木水会八州苑では、利用者の尊厳を第一に尊重し、拘束を安

易に正当化することなく職員一人一人が身体的・精神的弊害を理解し、拘束廃止に向け

た意識を持ち、身体拘束・虐待をしないケアの実施に努めます。  

  

（委員会組織）  

第 2条   身体拘束・虐待予防のための委員会に関する基本方針  

身体拘束・虐待予防に関する審議機関として身体拘束・虐待予防委員会を設置する。身

体拘束・虐待予防委員会は、各事業所より幅広い職種により構成する。また、各職種の

役割を下記の通りとする。  

（１）委員会の構成  

・施設長  

身体拘束・虐待防止のための総括管理、委員会総括責任者  

・副施設長  

身体拘束・虐待防止のための体制整備  

・事務長  

医療、行政機関、その他関係機関への対応、報告  

・介護支援専門員  

医療、行政機関、その他関係機関への対応、報告、家族への対応  

・介護職員   

利用者個々の心身の状態把握、意向に沿った対応、環境整備  

・生活相談員  

家族、その他関係機関への対応、報告  

・看護職員 

医師、協力病院との連携、処置への対応、環境整備   

その他、施設長が任命するもの  

  

（２） 身体拘束・虐待予防委員会の開催委員会は概ね 3ヶ月に１回以上開催する。緊急

時は必要に応じて臨時会議を開催し、次に掲げる事項について審議する。  

ア 施設内における身体拘束・虐待予防体制の確立に関すること 

イ 身体拘束・虐待予防に関する情報の収集に関すること  



ウ 施設内で報告のあった身体拘束・虐待予防の対応策に関すること 

エ 身体拘束・虐待予防のためのマニュアル類の整備に関すること  

オ 職員を対象とした身体拘束・虐待予防に関する研修の実施に関すること 

カ その他、身体拘束・虐待予防発生予防のために必要な事項に関すること 

キ 新規入所時に必要と思われるとき   

ク 緊急時に必要とされるとき  

  

（平常時の対応）  

第 3条   身体拘束・虐待予防に関する基本方針  

 １利用者に対する身体拘束を原則、廃止する。また、虐待に関しても利用者の人権を尊重

しつつ、生活の中において常に拘束・虐待の状況にないか点検を行い、改善を推進する

ものとする。  

２事業所では、共通認識のもと施設職員が一丸となり、身体拘束・虐待を行わない状態の

実現を目指すため、拘束・虐待を誘発する原因を探り除去するケアに心がけ、事故の起

きない環境整備を提案し、柔軟な応援体制を確保すると共に、常に代替的な方法がない

か工夫や情報収集を図るものとする。  

３生命又は身体を保護するため緊急止むを得ない場合には、身体拘束廃止委員会（以下

「委員会」という。）において協議を行い、極めて限定的に必要最小限度の手立てを検討

するものとする。  

  

（身体拘束、虐待発生後の対応）  

第 4条   身体拘束・虐待予防など発生時の対応に関する基本方針  

身体拘束・虐待予防対策マニュアルに沿って、迅速に対応いたします。  

  

（閲覧）    

第 5条   利用者、その家族に対する当該指針の閲覧に関する基本方針  

本指針は、掲示等において、利用者又は家族が閲覧できるようにする。   

（その他）  

第 6条   その他、身体拘束・虐待予防の推進の為に必要な基本方針  

身体拘束・虐待予防対策マニュアルは最新の知見に対応するよう定期的に改定を行う。  

（附則）  

 この指針は、平成２６年４月１日より施行する。  

      令和元年５月１日改訂 

        令和５年５月改訂 
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苦情解決マニュアル 

  

このマニュアルは、社会福祉法第 82 条の規定により、利用者およびその家族等(以下「利用者

等」という)からの介護保険サービスや保険外のサービス(以下「各種サービス」という)に関する

苦情に適切に対応して円滑･円満に解決し、利用者等の権利を擁護しつつ満足度の高い各種サービ

スを提供することを目的として定める。  

したがって、苦情の解決にあたっては、苦情申出人・関係者のプライバシーや名誉その他の人権

を尊重すると共に、業務上知り得た秘密は厳守しなければならない。また、苦情の内容に関連し、

各種サービスの提供等において不利益な取扱いをしてはならない。  

  

  

１．利用者等との信頼関係の構築 

各事業所の責任者並びに職員は、日常的に利用者等との信頼関係の構築と維持に努め、要望や

意見を積極的に聴取し、またその改善に努める。  

  

２．利用者等への苦情解決体制の周知 

各事業所内の掲示または文書の配布、HP 等により、利用者等に対して苦情解決責任者、苦情

受付担当者および第三者委員の氏名・電話番号等、苦情解決体制について周知する。  

  

３．苦情対策体制  

① 苦情解決責任者および苦情受付担当者 

苦情解決責任者は各事業所の施設長または管理者とする。また、苦情受付担当者は各事業

所の生活相談員とする。  

② 苦情対策委員会  

苦情解決にあたって、法人内に苦情対策委員会を置く。  

(ｱ) 苦情対策委員会は、各事業所の苦情解決責任者、苦情受付担当者で構成する。  

(ｲ) 苦情対策委員会は、苦情解決責任者が必要に応じて召集し、重大な内容の苦情や

再発防止策等を協議する。  

③ 第三者委員会 

苦情解決にあたって、社会性、客観性を確保し、利用者等の立場や特性に配慮して適切な

対応を行うため、第三者委員会を置く。  

(ｱ) 第三者委員は、２名とし、理事長が任免する。  

(ｲ) 第三者委員は、苦情内容の報告・聴取、苦情の直接受付、苦情申立人への助言、

事業者への助言、苦情解決のための話し合いの立会い、改善状況の報告聴取、苦

情対策委員会への助言、日常的な状況把握を職務とする。  
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４．苦情の受付  

① 苦情受付担当者は、利用者等からの苦情を随時受け付ける。なお、第三者委員も直接苦情

を受け付けることができる。  

② 苦情受付  

苦情窓口  生活相談員等（事業所により名称が異なる）但し、担当者が不

在の場合は他の職員が対応する。  

受付時間  毎日(日曜日～土曜日) 午前８時３０分～午後５時３０分  

(FAX･E メールは２４時間受付)  

受付方法  利用者またはその家族、代理人等から  

口頭・書面・郵送・電話・FAX・Eメール等、あらゆる方法の申

し立てに応じる。  

住所 〒323-1108 栃木県栃木市藤岡町太田 1394-1 

医療法人 木水会 介護老人保健施設 八州苑  

電話 0282-62-0888 FAX 0282-62-0888  

E メール hassyuen@orion.ocn.ne.jp 

  

③ 苦情受付担当者は、利用者等からの苦情受付に際し、次の事項を「苦情報告書」に記載

し、その内容について苦情申出人に確認する。  

(ｱ) 苦情の内容  

(ｲ) 苦情申出人の希望等  

(ｳ) 第三者委員への報告の要否  

(ｴ) 苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの第三者委員の助言、立会いの要否  

④ 上記③の(ｳ)および(ｴ)が不要な場合は、苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いによる解

決を図る。  

  

５．苦情受付の報告･確認  

① 苦情受付担当者は、受け付けた苦情はすべて苦情解決責任者に報告する。  

② 第三者委員は、苦情受付担当者から苦情内容の報告を受けた場合は、内容を確認するとと

もに、苦情申出人に対して報告を受けた旨を通知する。  

  

６．苦情解決に向けての話し合い  

① 苦情解決責任者は、苦情申出人との話し合いによる解決を図る。  

② 第三者委員の助言、立会いを必要とする場合、苦情申出人と苦情解決責任者の話し合い

は、次により行う。  

ア. 第三者委員による苦情内容の確認  

イ. 第三者委員による解決案の調整、助言  
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ウ. 話し合いの結果や改善事項等の書面での記録と確認  

なお、苦情解決責任者も第三者委員の立会いを要請することができる。 

 

７．苦情解決結果の記録、報告  

① 苦情解決や改善を積み重ねることにより、各種サービスの質の高まり、運営の適正化が確

保される。これらを実効あるものとするため、記録と報告を積み重ね、「苦情報告台帳」に

整理する。  

② 苦情解決責任者は、一定期間ごとの苦情解決結果について第三者委員に報告し、必要な助

言を受ける。  

③ 苦情解決責任者は、苦情申出人に改善を約束した事項について、苦情申出人および第三者

委員に対して、一定期間経過後、報告する。また、居宅サービス事業に関しては、担当介

護支援専門員へ報告する。  

  

８．解決できない場合の取り扱い  

① 当法人にて解決できない場合、苦情解決責任者は苦情申出人と共に次の行政機関または苦

情受付機関に申し出て解決を図る。  

栃木県 高齢対策課 地域支援

担当 

 

栃木市 高齢介護課 介護保険

係 

〒320-8501 宇都宮市塙田 1-1-20 県庁舎本館 4階 

電話番号：028-623-3148 FAX：028-623-3058 

 

〒328-8686 栃木市万町 9-25 本庁舎 2階 

電話番号：0282-21-2251 FAX：0282-21-2670 

栃木県国民健康保険団体連合会  

介護福祉課苦情相談窓口  

栃木県宇都宮市本町 3-9 栃木県本町合同ビル６階 

平日（月曜日～金曜日） ９：００～１７：００ 

電話番号：028-643-2220 FAX：028-643-5411 

栃木県運営適正化委員会  〒320-8508 宇都宮市若草 1-10-6 とちぎ福祉プラザ

電話番号：028-622-2941 FAX：028-622-2316 

E メール kujou@wakayamakenshakyo.or.jp  

午前 9 時～午後 5 時 30 分(土･日･祝日を除く)  

② 苦情の申出が法人以外の関係機関へ行われた場合は、当該機関と密接に連携しその解決に

努める。  

  

９．解決結果の公表利用者による各種サービスの選択や、事業者による各種サービスの質の信頼性

の向上を図るため、個人情報に関するものを除き、広報誌等に実績を掲載し公表する。  

   

附則 このマニュアルは 2008 年 12 月 20 日から施行する。  

   2015 年 4 月 改訂 

   2022 年 4 月 改訂 
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医療法人木水会 苦情解決委員会 

   2022 年 4月 1日現在  

  

介護老人保健施設 八州苑（短期入所療養介護を含む）  

苦情受付担当者  古川貴子（執行役員）   

苦情解決責任者    小松原利英（施設長）   

第三者委員  尾藤千鶴（監査役） 橋本為二（警察 OB）  

   

通所リハビリテーション 八州苑 

苦情受付担当者  天谷聖子（副部長）   

苦情解決責任者    菊池洋志（執行役員）   

第三者委員  尾藤千鶴（監査役） 橋本為二（警察 OB）  

   

在宅介護支援センター 八州苑  

苦情受付担当者  大石真広（副センター長）   

苦情解決責任者    岡田俊充（理事）   

第三者委員  尾藤千鶴（監査役） 橋本為二（警察 OB）  

   

訪問リハビリテーション 八州苑  

苦情受付担当者  担当者   

苦情解決責任者    吉岡崇弘（部長）   

第三者委員  尾藤千鶴（監査役） 橋本為二（警察 OB）  

  

デイサービス 八州苑  

苦情受付担当者  菊地明日花（副部長）   

苦情解決責任者    寺内景（施設長）   

第三者委員  尾藤千鶴（監査役） 橋本為二（警察 OB）  

  

グループホーム 八州苑  

苦情受付担当者  阿部恵美子（副ホーム長）   

苦情解決責任者    寺内宗美（執行役員）   

第三者委員  尾藤千鶴（監査役） 橋本為二（警察 OB）  
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ホームヘルパーステーション 八州苑  

苦情受付担当者  担当者   

苦情解決責任者    菊池洋志（執行役員）   

第三者委員  尾藤千鶴（監査役） 橋本為二（警察 OB）  

  

看護小規模多機能施設 八州苑  

苦情受付担当者  青木早紀（副施設長）   

苦情解決責任者    野原智和（執行役員）   

第三者委員  尾藤千鶴（監査役） 橋本為二（警察 OB）  
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医療法人 木水会 事故防止対策指針  

  

  

１．施設における介護事故の防止に関する目的と基本的考え方  

医療法人 木水会 八州苑（以下「施設」という）は、法人理念に基づき、利用者に適切かつ

安全で質の高い介護を提供するため、介護事故の防止・施設の保全に計画的に取り組む。その

ために、必要な体制を整備するとともに、利用者への個別的なサービス提供に努める。  

介護事故が起こった際にはその原因の追究と改善を図り、全職員がこの指針に即して介護事

故防止に留意し、良質な介護の提供ができるよう努める。  

  

２．介護事故の防止のための委員会に関する基本方針  

事故防止を担当するため、事故対策委員会を設置する。委員会は、各事業所より幅広い職種

により構成する。また、各職種の役割を下記の通りとする。  

(1)委員会の構成  

1.施設長 事故発生防止のための総括管理、委員会総括責任者  

2.事務長 施設内の環境整備、備品の整備  

3.介護職員 利用者個々の心身の状態把握、意向に沿った対応、環境整備  

4.看護職員 医師、協力病院との連携、処置への対応  

5.栄養士 食品管理、衛生管理の体制整備と管理指導、食事形態の工夫  

6.理事／執行役員  

家族、医療機関、行政機関、その他関係機関への対応と報告  

7.その他、施設長が任命する者  

  

(2)事故対策委員会の開催  

委員会は年２回開催し、次の事項を協議する。緊急時は必要に応じて臨時委員会を開催する。  

・施設内における事故予防体制の確立に関すること  

・事故予防に関する情報の収集に関すること  

・施設内で報告のあった事故事例の対応策に関すること  

・事故予防のためのマニュアル類の整備に関すること  

・職員を対象とした事故予防に関する研修の実施に関すること  

・その他、施設内の事故の発生予防のために必要な事項に関すること  

  

３．介護事故の防止のための職員研修に関する基本方針  

事故防止対策の基本的考え方及び、具体的対策について全職員を対象として周知徹底を図る

ことを目的に実施する。研修の内容は、事故防止対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓

発する。  
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(1)職員研修  

・定期的な研修(年 2 回以上)を実施する  

・新規採用時に事故防止に関する研修を実施する  

・事故防止対策を目的とした研修等の情報を広く告知し、希望者の参加を支援する。  

  

４．介護にかかわる安全の確保を目的とした改善のための方策に関する基本方針  

(1)報告制度の確立  

情報収集のため、インシデント報告書やアクシデントレポートを作成する報告制度を確立

し、またその収集を促進する。収集された情報は、分析・検討・施設内での情報の共有、及び

再び事故を起こさないための対策に用いる。なお、「人は誰でもミスをする」という前提に基づ

き、この情報は報告者個人の責任追及のためには使用せず、施設全体の問題として取り組むこ

ととする。  

(2)事故要因の分析～改善策の実施  

５W１H を基本に作成された報告内容をもとに、事故の要因分析、改善策の立案・実践、評価

を行う。改善策の効果が見られない場合は再検討を実施する。また、同様の事例について書籍

や学会等からの情報も取り上げ、対応策の立案に役立てる。  

(3)改善策の周知徹底  

導き出された改善策は、役員会を通じて周知を徹底し、その実践を図る。  

  

５．介護事故など発生時の対応に関する基本方針  

(1)当該利用者への対応  

介護事故等が発生した場合は、周囲の状況及び当該利用者の状況を速やかに判断し、当該

利用者の安全確保を最優先に事故処理を行う。また、事故の状況及び事故に際して採った処

置については必ず記録し、損害賠償の責を負う必要がある場合には、速やかに応じるものと

する。  

(2)家族等関係者に対する連絡・説明.  

家族等関係者に対しては、あらかじめ指定された緊急連絡先に沿って速やかに連絡を行う。 

また、事故の発生状況等について適切な説明が迅速に行えるよう努める。  

①事故発生状況及び施設職員の対応の状況  

②事故の発生原因及びその再発防止策  

③事故による損害が発生している場合は、施設の賠償責任の有無  

④その他の連絡・報告  

 (3)損害賠償  

事故により賠償等の必要性が生じた場合は、施設の加入する損害賠償保険で対応する。  

  

６．利用者、その家族に対する当該指針の閲覧 
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この指針は、利用者等の求めに応じていつでも閲覧できるよう施設内に常備する。  

  

７．その他事故防止対策の推進の為に必要な基本方針  

事故防止対策マニュアルには、科学的根拠に基づいた対応策を採用し、経済的にも有効な対

策を実施する。マニュアルは最新の知見に対応するよう定期的に改定を行う。  

  

(附則)  

この指針は、2018 年 11 月 1 日に施行する。  
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別紙  

1.事故・病状急変等を防止するための注意点  

(1)日常業務の注意点  

・基本的な知識を習得し、質の高い介護サービスの提供を目指す。  

・利用者の特徴や心身の状況などを把握し、注意をはらう。  

・平素からサービス利用者、家族とのコミュニケーションを図るよう努力する。  

・利用者に関する報告事項の徹底を図る。  

・職場全体で情報共有と情報提供の重要性を周知する。  

・施設などの危険個所を把握し、転倒予防等の安全な対応を心掛ける。  

・利用者の症状の変化に対応し、施設サービス計画の見直しが行える体制を作る。  

・サービス利用時の本人の心身状態、疾病の変化などを家族へ報告する。  

・家族からの心身状態等の報告を把握し、介護計画に基づいたサービスを提供する。  

・サービス利用時の本人の心身状態、疾病の変化などを家族へ報告し、自宅での注意を促す。  

・送迎時には、利用者の乗降等に注意をはらう。  

・利用者の症状の変化に対応し、介護サービス計画の見直しが行える体制を作る。  

○事故の具体例  

・車いす、ベッドからの転落など  

・食事の際の誤飲、誤食、誤嚥等  

・服薬時の誤薬、投薬もれ等  

・入浴時の状態の急変、やけど、浴室内の転倒等  

・トイレ時の状態の急変、歩行介助後の転倒等  

・レクリエーション時の状態の急変、転倒等  

・離設等  

・衣類(洗濯物)、持ち物の紛失等  

  

 (2)夜間・休日業務の注意点  

・引き継ぎ事項は、利用者ごとに個別のポイントの報告を受ける。  

・夜間の事故発生時、病状急変等の対応を確認し、緊急時に備える。  

・施錠、廊下の常夜灯、非常ロなどを点検し、夜間の安全確認を行う。  

・就寝、起床時の転落、転倒などの事故に注意する。  

・定期的な見回りを怠らず、利用者の変化に対応する。  

・申し送り(報告)事項は、利用者ごとに個別のポイントを報告する。  

(3)衛生管理等の注意点  

・調理、配膳は衛生的に行う。  

・食事に提供する食器などの消毒を適切に行う。  
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・設備、備品の衛生的な管理に努める。  

・食中毒及び感染症の発生を防止するために必要な措置を講じる。・特にインフルエンザ対策、 

腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネラ症対策などについて必要な措置を講じる。  

・空調設備等により適温の確保に努める。  

・医薬品及び医療用具の管理を適正に行う。  

・予防及びまん延防止のために職員研修などを定期的に行う。  

・外部からの感染を防止する。  

・保健所及び行政機関、への報告は迅速に行う。  

(4)その他の注意点  

・職員は一人一人が危機感を持ち、介護に係る技術を向上すること。  

・事故は不可抗力によるものと、それ以外により発生する場合がある。  

・定期的にマニュアルの点検、見直しなどを行う。  

・職員、介護従事者等を対象に勉強会や研修会を開催し、技術の向上等を目指す。  

・定期的にマニュアルに基づく訓練などを行い、利用者の安全を確保することに重点を置く。  

  

2.事故・病状急変時及び急病等発生時の注意点  

(1)事故・病状急変及び急病など発生の場合  

・入所者、利用者の状態等(身体損傷、意識レベル等)を確認する。   

・入所者、利用者の安全を確保する。  

・救急処置を行い、同時に他の職員(管理者、介護職員、看護師等)へ応援要請する。  

・医師、協力医療機関等に状態等を連絡し、指示を受ける。  

・状態等に応じて救急車を要請する。  

・管理者などは家族、緊急連絡先等に速やかに状況などを報告する。  

・必要に応じて警察署、保健所、市町などの関係機関に連絡し、指示を受ける。  

・経過観察を行う場合には、状況、病状等の急変に備えて、緊急連絡体制などの確認を行う。  

・事故、病状急変時の状態等を正確に記録する。  

・記録した文書を職員に周知し、事故情報などを共有する。  

・事故報告を速やかに行う。  

・送迎時の事故の場合には、送迎車が単独で判断せずに管理者などに連絡し指示を受ける。  

3.管理者の日常の注意点と事故・病状急変及び急病等発生時の対応  

(1)管理者の日常の注意点  

・質の高いサービスを提供する。   

・無理のない職員の勤務体制を整備する。  

・職員の業務上の管理を適切に行う。  

・職員にリスクマネジメントやサービスの質の向上に向けた取り組みを浸透させる。  
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・介護保険法や関係他法令等を遵守し、従業者にその指揮命令を行う。  

(2)管理者の事故・病状急変時及び急病など発生時の対応  

・職員からの連絡を受けた場合には、現場に駆けつける。 

・現場では入所者、利用者の状態、病状を把握し、速やかに対応する。  

・家族への連絡を速やかに行い、状況等を詳細に報告する。  

・賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行う。  

・行政機関、関係機関、必要な場合は居宅介護支援事業所に報告する。  

・事故、病状急変時の状態等を正確に記録する。  

・事故等の原因を究明し、全職員で再発防止を図る。  

・事故報告を速やかに行う。  

  

4.介護事故予防、災害対応等のマニュアルや指針の活用  

  ・「事故発生・容体急変対応マニュアル」  

・「感染症対策マニュアル」  

・「服薬管理マニュアル」  

・「苦情解決要綱」  

・「消防計画」  

  


